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一 般

住宅新築資金
等 貸 付 事 業

鶴 の 湯

国民健康保険事業

老 人 保 健

介 護 保 険

農業集落排水事業

公共下水道事業

簡易水道事業

普通会計合計

95億 9,634 万円　　

3,536 万円　　

6,065万 2千円

96億 7,867 万 6千円

19 億 4,623 万円　　

12億 3,354 万 2千円

9 億 4,094 万円　　

2億 6,176 万 1千円

7億 8,550 万 2千円

1億  990万 1千円

92億 3,828 万 9千円

1,697万 3千円

6,054万 4千円

93億 213 万円　　

16億 8,327 万 7千円

12億 3,510 万 9千円

8億 8,541 万 5千円

2億 5,938 万 4千円

7億 6,208 万 3千円

9,538万 7千円

3億 5,805 万 1千円

1,838万 7千円

10 万 8 千円

3億 7,654 万 6千円

2億 6,295 万 3千円

△ 156 万 7 千円

5,552万 5千円

237 万 7 千円

2,341万 9千円

1,451万 4千円

1,990万 4千円

0 千円

0 千円

1,990万 4千円

0 千円

0 千円

295 万 7 千円

0 千円

4 万 4 千円

0 千円

3億 3,814万 7千円

1,838万 7千円

10 万 8 千円

3億 5,664万 2千円

2億 6,295万 3千円

△ 156 万 7 千円

5,256万 8千円

237 万 7 千円

2,337万 5千円

1,451万 4千円

水道事業(収益的) 1億 5,949 万 5千円 1億 3,102 万 4千円 2,847万 1千円 0 千円 2,847万 1千円

普通会計の歳入・歳出合計とも、一般会計から鶴の湯会計への繰出金
(鶴の湯会計からすると繰入金)1,367万6千円を差し引いた額です。

その他の特別会計(特定の収入で特定の事業を行うための会計)

企業会計(受益者負担で行なう独立採算制を原則とする会計)

　平成18 年度みなべ町各会計の歳入歳出の決算が、９月に行われた第３回
議会定例会(９月議会)で下表の通り認定されました。
　各市町村間で財政の比較をするとき、一般会計だけでは難しいことから、
統一したルールで比較できるようにした会計区分があり、それを「普通会
計」といいます。みなべ町の普通会計は、一般会計と、特別会計の中の住
宅新築資金等貸付事業特別会計と鶴の湯会計を合わせたものをいいます。
　今回はこの普通会計を中心にして、平成18 年度各会計の決算、「まちの家

　
普
通
会
計
の
歳
入
総
額
は
96
億
７
８
６

７
万
６
千
円
、
歳
出
総
額
は
93
億
２
１
３

万
円
、
差
引
額
は
３
億
７
６
５
４
万
６
千

円
で
す
。
そ
の
う
ち
平
成
19
年
度
へ
繰
り

越
し
て
行
う
事
業
の
た
め
の
財
源
１
９
９

０
万
４
千
円
を
引
い
た
額
、
３
億
５
６
６

４
万
２
千
円
が
実
質
収
支(

黒
字)

で
す
。

　
平
成
18
年
度
の
決
算
額
は
、
前
年
度

(

平
成
17
年
度)

に
比
べ
、
歳
入
が
１
５
３

６
万
９
千
円
、
歳
出
が
２
億
６
３
８
１
万

７
千
円
増
え
て
い
ま
す
。
歳
出
が
増
え
た

の
は
南
部
小
学
校
改
築
工
事
に
取
り
か

か
っ
た
な
ど
の
た
め
で
す
。

　
左
ペ
ー
ジ
の
項
目
別
の
歳
入
と
歳
出
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。  (

８
ペ
ー
ジ
へ
続
き
ま
す)

632,239円
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地方交付税 34億 8,418万 9千円(36.0%)

町債 18億 1,690万円(18.8%)

町税 14億 4,440万円(14.9%)

県支出金
 9億 202 万 2千円(9.3%)

前年度繰越金
 6億 2,499万 4千円(6.5%)

国庫支出金
 4億 7,238万 6千円(4.9%)

地方消費税交付金・利子割交付金・地方譲与税・
自動車取得税交付金・地方特例交付金・配当割交付金・
株式等譲渡所得割交付金・交通安全対策特別交付金
 　　4億 1,932 万 4 千円(4.3%)

分担金及負担金・使用料及手数料
 　　　　2億 5,662万 1千円(2.6%)

財産収入・寄附金・諸収入
 　　　　2億 3,558万 3千円(2.5%)

繰入金 2,227 万 5 千円(0.2%)

議会費
 8,122万 5千円(0.9%)

商工費
 1億 4,500万 4千円(1.6%)

災害復旧費
 2億 655万 1千円(2.2%)

衛生費
 6億 4,683万 8千円(7.0%)

総務費
 9億 7,178万 1千円(10.4%)

教育費
 10億 7,986万 2千円(11.6%)

民生費
 13億 543万 5千円(14.0%)

農林水産業費
 18億 5,995万 9千円(20.0%)

土木費
 7億 6,472万 9千円(8.2%)

公債費
 19億 6,060万 5千円(21.1%)

73.3%

26.7%

歳入合計を
町民１人あたり
にしてみると

657,832円

町が事業を行うため
に借り入れたお金を
返すための費用です。

農・林・漁業
の振興のため
の費用です。

お年寄りや障がいのある
方々へのお世話の費用や
保育所などの費用です。

小中学校の施設整備、文
化事業やスポーツ事業な
どを行うための費用です。

住民環境課などの窓口
サービスや税金徴収、選
挙などのための費用です。

健診や予防接種、ごみ処
理などのための費用です。

商工費9,856円、消防費19,046円、
災害復旧費14,039 円、議会費
5,521円です。

町の財政力に応じて国か
ら交付されるお金で、使
い道に制限はありません。

町が事業を行うときに
計画的に借り入れるお
金です。

町民税や固定資産税、
軽自動車税などです。

県から支出さ
れるお金で、
使い道が決め
られています。

国から支出される
お金で、使い道が
決められています。

前年度からの
繰越金です。

繰入金、使用料及
手数料などです。

道路や橋を造った
り、公園を整備し
たりするなどのた
めの費用です。

※

町税の内訳

グラフの各金額は、平成19年3月31日現在の人口(14,713人)
で、歳入、歳出それぞれの決算額を割って算出しました。

水道事業(資本的) 5,964万 9千円 1億 1,104 万 8千円 △ 5,139 万 9 千円 0 千円 △ 5,139 万 9 千円

　同和地区新築資金などの貸付のた
めの会計。現在、歳入は貸し付けた
方からの返済金、歳出は起債償還金
です。(町は貸付のための費用を国な
どから借りていました)

　鶴の湯温泉(熊瀬川)の運営のため
の会計。主な歳入は、温泉入湯料や
一般会計からの繰入金などです。

　町民の生活に関わりの深い福祉、
教育など幅広い範囲の事業を行なう
ための会計です。

依存財源と
自主財源の
割合

依存財源
自主財源

その他の収入の主なもの
・分担金及負担金→　保育所保育料や火葬料、各事
　　業分担金などです。
・使用料及手数料→　町営住宅使用料、各施設使用
　　料などです。
・繰入金→　基金(町の貯金)を取り崩したなどのお
　　金です。

歳出合計を
町民１人あたり
にしてみると

計簿」のあらましを紹介します。
消防費
 2億 8,014万 1千円(3.0%)

町の公債費などについてまとめたパンフレット「まち
の借金はどうなっているの？」をこの広報紙と一緒に
お届けしましたので、あわせてご覧ください。
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【平成18年度普通会計の主な事業とその費用】

○県総合防災情報システム整備負担金＝825 万 9 千円

○津波・洪水ハザードマップ作成委託料＝514万4千円

○愛之園保育園避難路整備工事費＝319 万 2 千円

○コミュニティバス試行運行事業費＝1,358 万円

○長期総合計画策定業務費用＝446 万 8 千円

○町斎場改築工事費＝271 万5 千円

○ごみ処理費用＝2億3,512 万5 千円

　　　　　　　　　（町民１人あたり＝15,981 円）

○小目津公園かめかめらんど設置工事費＝4,980万2千円

○町道新殿開南部川線・滝線改良工事費＝1億690万円

○災害復旧工事費(河川・道路)＝8,500 万8 千円

○梅消費拡大ラジオキャンペーン費用＝963 万 9 千円

○第12 回全国梅(花)サミット開催費用＝389 万7 千円

○津波危機管理対策緊急事業費＝7,587 万1 千円

○南紀用水関連事業費用＝3億2,160 万4 千円

○農道志礼線改良事業費＝8,849 万4 千円

○中山間地域等整備事業費＝1 億5,242 万円

○岩代東部地区かんがい排水事業費＝2,059 万1 千円

○南部小学校舎改築関連工事費等＝3億7,047万9千円

○上南部小学校コンピュータ機器購入費＝1,246万3千円

○生涯学習センター改築工事費等＝1億8,558万9千円

国民健康保険事業特別会計
　町長が保険者となり、社会保険に加入
していない自営業の方などに医療費を給
付する会計です。主な歳入は、国民健康保
険税、国・県支出金、一般会計からの繰入金などです。
○歳入19億4,623万円　●歳出16億8,327万7千円
　　　　　　　　→ 差引(黒字)2億6,295万3千円

老人保健特別会計
　高齢者の医療費をまかなうための会計です。主な歳
入は、社会保険などからの交付金、国・県支出金、一
般会計からの繰入金などです。歳出の97％が医療費に
充てられました。
○歳入12億3,354万2千円　
●歳出12億3,510万9千円
　　→ 差引(赤字)156万8千円
　　　　(この不足額は平成19年度から繰上充当されました)

介護保険特別会計
　高齢者への介護サービス・支援サービスにかかる経
費をまかなうための会計です。主な歳入は、介護保険
料、国・県支出金、社会保険などからの交付金、一般
会計からの繰入金などです。
○歳入9億4,094万円　●歳出8億8,541万5千円
　　　→ 差引(黒字)5,552万5千円

農業集落排水事業特別会計
　生活環境を向上し河川をきれいにするために、８か
所の農集浄化センターや管路などを維持管理する会計
です。主な歳入は、農集排使用料、国・県支出金、一般
会計からの繰入金などです。
○歳入2億6,176万1千円　●歳出2億5,938万4千円
　　→ 差引(黒字)237万7千円

公共下水道事業特別会計
　生活環境を向上し河川をきれいに
するために、下水道施設を整備した
り、維持管理したりする会計です。
主な歳入は、受益者負担金、下水道
使用料、国・県支出金、一般会計からの繰入金、町債
などです。
○歳入7億8,550万2千円　●歳出7億6,208万3千円
　　　→ 差引(黒字)2,341万9千円

簡易水道事業特別会計
　旧村地域に安全な飲み水を安定して供給
するための会計です。主な歳入は、水道料
金、一般会計からの繰入金などです。

○歳入1億990万1千円　●歳出9,538万7千円
　　　　　　　　→ 差引(黒字)1,451万4千円

水道事業会計(収益的収入・支出)
　旧町地域に安全な飲み水を安定して供給するための
会計です。収入の大半は水道料金です。

水道事業会計(資本的収入・支出)
　旧町地域の公共下水道工事に伴う水道管の布設替え
工事などのために使われました。収入は公共下水道事
業特別会計からの補償費などです。
○収入5,964万9千円　●支出1億1,104万8千円
　→ 差引(赤字)5,139万9千円
  (この不足額はこれまでの留保資金などで補填されました)

○収入1億5,949万5千円　
●支出1億3,102万4千円
　→ 差引(黒字)2,847万1千円

(うち295万7千円は平成18年度中に完了できなかっ
た事業の費用として19年度へ繰り越されます)

(うち4万4千円は平成18年度中に完了できなかった
事業の費用として19年度へ繰り越されます)

議員の報酬、職員の
給与などの費用です。

福祉医療費の給付や児童
手当などの支援金です。

各公共施設の電気
代、日常使用する紙
代やコピー代(事務
消耗品)などです。

道路、公共施設
などを補修する
ための費用です。

さまざまな活動をしている各
種団体への補助金などです。

将来へ残すさまざまな施
設や道路などを造るため
の費用です。

台風など災害で破損し
た道路や施設などを復
旧するための費用です。

町債の元金・利子や、
一時借入金の利子を支
払うための費用です。

一般会計と特別会計、または特別
会計間で移動するお金です。

93億 213 万円

性質別の
歳出合計

財政運営を計画的に
するため、年間の財
源変動に備えて積み
立てる費用です。

　
歳
入
の
内
訳
は
、
全
体
に
占
め
る
割
合

の
大
き
い
も
の
か
ら
見
る
と
、
地
方
交
付

税
が
34
億
８
４
１
８
万
９
千
円(

全
体
の

36
％)

、
町
債
が
18
億
１
６
９
０
万
円(

同

18
・
８
％)

、
町
税
が
14
億
４
４
４
０
万
円

(

同
14
・
９
％)

の
順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
前
年
度
に
比
べ
る
と
、
地
方
交
付
税
が

９
２
０
５
万
円
の
増
、
町
債
が
８
０
６
０

万
円
の
減
、
町
税
が
４
５
８
０
万
８
千
円

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
財
源
的
に
見
る
と
、
町
が
自
分
の
力
で

ま
か
な
う
自
主
財
源
が
25
億
８
３
８
７
万

４
千
円(

26
・
７
％)

、
国
や
県
な
ど
か
ら

交
付
さ
れ
た
り
借
り
入
れ
た
り
す
る
依
存

財
源
が
70
億
９
４
８
０
万
２
千
円(

73
・
３

％)

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
目
的
別
に
見
た
歳
出
は
、
全
体
に
占
め

る
割
合
の
大
き
い
も
の
か
ら
見
る
と
、
公

債
費
が
19
億
６
０
６
０
万
５
千
円(

全
体

の
21
・
１
％)

、
農
林
水
産
業
費
が
18
億
５

９
９
５
万
９
千
円(

同
20
％)

、
民
生
費
が

13
億
５
４
３
万
５
千
円(

同
14
％)

、
教
育

費
が
10
億
７
９
８
６
万
２
千
円(

同
11
・
６

％)

…
…
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
前
年
度
に
比
べ
る
と
、
増
額
は
公
債
費

４
億
３
９
５
８
万
８
千
円
増
、
教
育
費
４

億
５
７
０
５
万
８
千
円
増
な
ど
、
減
額
は

総
務
費
３
億
６
７
０
４
万
３
千
円
減
、
衛

生
費
３
億
４
５
６
４
万
５
千
円
減
な
ど
で

す
。
公
債
費
が
増
え
た
の
は
町
債
の
元
金

を
繰
上
償
還
し
た
た
め
な
ど
で
す
。

　
歳
入
、
歳
出
と
も
大
き
な
数
字
で
す
が
、

前
ペ
ー
ジ
下
の
町
民
１
人
あ
た
り
に
置
き

か
え
た
金
額
を
み
て
少
し
身
近
に
考
え
て

い
た
だ
け
た
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
歳
出
の
性
質
に
よ
っ
て
分
類
し
た
項
目

や
金
額
な
ど
は
左
の
グ
ラ
フ
の
通
り
で
す
。

普
通
建
設
事
業
費
が
24
億
９
０
７
０
万
３

千
円
と
４
分
の
１
強
を
占
め
て
い
ま
す
が
、

こ
れ
に
は
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
改
築
工
事

費
、
南
部
小
学
校
改
築
工
事
費
、
町
道
や

農
道
の
改
良
工
事
な
ど
も
含
ま
れ
て
い
ま

す
。

　
町
に
は
、
一
般
会
計
と
と
も
に
普
通
会

計
を
構
成
す
る
、
住
宅
新
築
資
金
等
貸
付

事
業
、
鶴
の
湯
の
２
つ
の
特
別
会
計
の
ほ

か
に
、
下
記
の
６
つ
の
特
別
会
計
と
１
つ

の
企
業
会
計
が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
も
一

般
会
計
と
と
も
に
町
民
の
暮
ら
し
に
直
結

す
る
会
計
で
す
。

▼
国
民
健
康
保
険
事
業

　
平
成
18
年
度
の
保
険
給
付
費
は
10
億
７

４
２
９
万
９
千
円
、
被
保
険
者
は
８
９
６

８
人(

１
年
間
を
通
し
て
の
平
均
人
数)

で

し
た
。
保
険
給
付
費
は
平
成
17
年
度
よ
り

87
万
５
千
円
減
と
ほ
ぼ
同
額
で
し
た
。

▼
老
人
保
健

　
平
成
18
年
度
の
医
療
諸
費
は
12
億
２
３

６
万
３
千
円
、
受
給
者
は
２
１
８
１
人

(

平
成
18
年
10
月
現
在)

で
し
た
。
医
療
諸

費
は
平
成
17
年
度
よ
り
１
億
１
９
３
９
万

円
減
額
し
て
い
ま
す
。

▼
介
護
保
険

　
平
成
18
年
度
の
保
険
給
付
費
は
８
億
２

７
２
３
万
５
千
円
、
被
保
険
者
は
３
６
８

１
人(

１
年
間
を
通
し
て
の
平
均
人
数)

で

し
た
。
そ
の
う
ち
要
支
援
・
要
介
護
に
認

定
さ
れ
た
方
は
６
１
８
人(

同)

で
し
た
。

↑

特別会計と企業会計は独自の収入があるため独立した会計で事業を行っています。しかし、住宅新築
資金等貸付事業と水道事業を除く、７特別会計は独自の収入だけではまかなえないため、一般会計か
ら繰り入れています（一般会計から援助しています）。

※


